
新潟市建築審査会専決同意基準 
 
（総則） 
第１条 この基準は、新潟市建築審査会条例（昭和３９年新潟市条例第６５号）第６条の規定

に基づき、新潟市建築審査会（以下「審査会」という。）の効率的な運営を図るため、審査会

の権限に属する事務の専決に係る取扱いを定めるものとする。 
 
（道路内の建築制限に係る専決同意基準） 
第２条 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４４条第１項第２号

及び第４号の規定に係る同意については、次の各号に掲げる基準に適合するものは、審査会

会長の専決により、審査会の同意を得たものとみなす。 
 イ 公衆便所、巡査派出所、バス停留所の上屋、タクシー乗降場の上屋、その他の乗用車乗

降場の上屋、自転車駐車場及び公共用歩廊、並びに有料道路の料金徴収所、補修用材料置

場及び道路管理用自動車車庫その他これらに類するものの用途に供するものであること。 
 ロ 国又は地方公共団体が設置するものであること。ただし、バス停留所の上屋にあっては、

一般乗合旅客自動車運送事業を行う者が、有料道路の料金徴収所、補修用材料置場及び道

路管理用自動車車庫その他これらに類するものにあっては、有料道路管理者が設置するも

のを含む。 
 ハ 設置者、管理者又は道路管理者が、維持管理を行うこと。 
 ニ 道路管理者と設置等に係る協議がなされていること。 
 ホ 車両及び歩行者の通行上の支障がないこと。 
 ヘ 有料道路の料金徴収所、補修用材料置場及び道路管理用自動車車庫その他これらに類す

るものを除き、歩道の有効幅員を２メートル以上確保すること。 
 ト 公共用歩廊にあっては、駅前広場等に設けられる専ら通行の用に供するものに限る。 
 
（絶対高さ既存不適格建築物等の第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園

住居地域内における建築物の高さ制限に係る専決同意基準） 
第３条 法第３条第２項の規定により法第５５条第１項の規定の適用を受けない建築物又は法

第５５条第４項第２号の規定による許可を受けた建築物（以下「絶対高さ既存不適格建築物

等」という。）に係る、同条第５項で準用する法第４４条第２項の同意については、次の各号

に掲げる基準に適合するものは、審査会会長の専決により、審査会の同意を得たものとみな

す。 
 イ 絶対高さ既存不適格建築物等が存する敷地における増築、改築又は移転（以下「絶対高

さ増築等」という。）であること。 
 ロ 法別表第２（い）項に掲げる用途に供するものであること。 
 ハ 絶対高さ増築等に係る建築物又は建築物の部分は、高さ１０メートルを超えないもので

あること。 
 ニ 絶対高さ増築等に係る建築物又は建築物の部分は、周辺環境への影響が少ないものであ

ること。 



２ 絶対高さ増築等において建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条の規

定に適合する場合は、前項の規定を準用する。この場合において、前項中「次の各号」とあ

るのは、「次のハ及びニ号」と読み替えるものとする。 
 
（日影高さ既存不適格建築物等の日影による中高層の建築物の高さ制限に係る専決同意基準） 
第４条 法第３条第２項の規定により法第５６条の２の規定の適用を受けない建築物又は法第

５６条の２第１項ただし書の規定による許可を受けた建築物（以下「日影高さ既存不適格建

築物等」という。）に係る、同項ただし書の同意については、次の各号に掲げる基準に適合す

るものは、審査会会長の専決により、審査会の同意を得たものとみなす。 
 イ 日影高さ既存不適格建築物等が存する敷地における増築、改築又は移転（以下「日影高

さ増築等」という。）であること。 
 ロ 日影高さ既存不適格建築物等による不適格な日影の部分が増大しないこと。 
 ハ 日影高さ増築等に係る建築物又は建築物の部分は、法第５６条の２第１項本文の規定に

適合すること。 
 ニ 日影高さ増築等に係る建築物又は建築物の部分と日影高さ既存不適格建築物等により複

合して生じる日影は、法第５６条の２第１項本文の規定に適合しない部分を増大させない

こと。また、新たに複合して生じる日影は法第５６条の２第１項本文の規定に適合するこ

と。 
 
（報告） 
第５条 特定行政庁は、この基準に基づき許可したものについては、直近に開催される審査会

において、当該許可の概要について報告しなければならない。 
 
   附 則 
（施行期日） 
１ この基準は、平成２７年３月２３日から施行する。 
 
（建築基準法第４４条第１項第２号に係る許可の取扱いの廃止） 
２ 平成１１年５月１日適用の、建築基準法第４４条第１項第２号に係る許可の取扱いについ

ては、廃止する。 
 
（建築審査会における日影の既存不適格部分に対する取扱いの廃止） 
３ 昭和５３年第５回建築審査会における特例措置の取扱いの、建築審査会における日影の既

存不適格部分に対する取扱いについては、廃止する。 
 
   附 則 

この基準は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
   附 則 



この基準は、平成２９年４月３日から施行する。 
 

   附 則 
この基準は、平成３０年４月１日から施行する。 
 
  附 則 
この基準は、平成３１年４月３０日から施行する。 
 
  附 則 
この基準は、令和５年１１月１日から施行する。 
 
  附 則 
この基準は、令和８年２月１日から施行する。 
 


